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Abstract. To conduct realistic and effective natural disaster-prevention 
activities, disaster risk assessment through risk communication is 
important. Before conducting such activities, regional natural disaster 
assessment and the relationship to the diversity of self-governing 
activities by district residents are needed. In this study, two methods 
which are natural disaster assessment and measuring the relationship to 
the diversity of self-governing activities in units of region are proposed. 
The concept of the two methods and an example of evaluated result are 
introduced. Developing web systems based on the proposed two 
methods are introduced. 

 
Key Words: Risk Communication, Local Communities, Regional 
Disaster Damage Assessment, Regional Disaster Prevention Potential, 
Citizen Participation 

 
１．はじめに 

 地域コミュニティが自然災害に遭遇した際に、

被害を軽減し、かつ効果的に復旧するためには、

公的な防災関連機関の活動に加え、住民組織によ

る自主的・自律的な対応が求められる。さらに、

住民組織による自主防災体制に加え、地域内外の

事業者や各種団体、ボランティアなどの協力を要

請し多様な主体間の水平的・非制度的な協働に基

づく災害対応がより強く求められている。 

長坂・池田(2008)は、行政主導によるトップダ

ウン的なリスクマネジメントだけでなく、多元的

かつ多様な主体の水平的かつ非制度的なネットワ

ークによる協働を誘発し、防災対策を行うための

枠組みとして「災害リスクガバナンス」という概

念を提唱した。 

このような「災害リスクガバナンス」の確立へ

の要件として、臼田ら(2008)は、地域コミュニテ

ィにおける災害リスクに関する多元的な知の再編

と横断的共有、リスクコミュニケーションによる

多様な利害関係者による熟慮ある対話と討議に基

づく社会的意志決定、社会関係や私的インセンテ

ィブを活用した社会の多様な組織や個人による水

平的かつ非制度的な協働の仕組みの構築を同時に

行うことが重要であると指摘している。そのため、

これらの要件を満たすことが可能な仕組み作りや

手法開発を行っていく必要がある。 

地域における災害リスクガバナンスの確率のた

めに、いくつかの手法開発が行われている。坪川

ら(2008)は、地域で起こりうる事態を時系列に考

え、リスクコミュニケーションによってリスク評

価を行う「災害リスクシナリオ」を提案した。ま

た、地域の情報基盤として住民参加によるリスク
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コミュニケーションを行い、地域内外の様々な主

体との対話を行うことが可能な、ウェブベースの

情報システム「e コミュニティ・プラットフォー

ム」の開発を行っている(臼田・長坂, 2008)。 

ただし、これらの概念や方法論を用いて、地域

コミュニティがリスクコミュニケーションを通じ

てリスク評価を行い、災害リスクガバナンスを確

立させた上で効果的な防災対策を実行するために

は、Renn( 2008)がリスクガバナンスのプロセスで

示したように、Pre-assessment(事前調査)を行い、

次に Risk apprisal(リスク査定)を行うプロセス

が必要となる。 

災害リスクガバナンスの観点からは、事前調査

やリスク査定として、地域コミュニティを中心に

形成されている社会資源や重層的なネットワーク

による協働の現状を把握することが必要となる。

このような協働関係のことを長坂ら(2008)は、実

際に行われる防災対策の水準である「直接的防災

力」に対し、「潜在的防災力」と呼んでおり、現状

の「潜在的防災力」を事前に把握する必要がある。

また、「直接的防災力」に基づき具体的な防災対策

を行うために、現状の対策水準に基づく自然災害

による被害を明らかにする必要がある。このよう

に、地域コミュニティが地域内のガバナンス構造

の現状を知ることと、戦うべき自然災害とそれに

よる被害を想定することは、リスクコミュニケー

ションを通じてリスク評価を行い、協働の仕組み

を構築して「潜在的防災力」を高め、それに裏打

ちされた、実際の防災対策による「直接的防災力」

を高めるための To Do リスト(永松ら, 2009)の作

成に向けた出発点になる考えられる。 

そこで本研究では、地域コミュニティを中心と

した現状のガバナンス構造を把握する防災力評価

手法の検討を行うと共に、地域内で起こりうる自

然災害のリスクを明らかにする被害想定手法の検

討を行うこととした。 

なお、本研究でいう地域とは、自主防災会や避

難所運営組織の単位である、小学校区や自治会・

町内会単位を想定している。 

 

２．防災力評価手法 

２．１ 防災力評価手法の考え方 

 「潜在的防災力」を評価する既存の研究として、

岡西・佐土原(2006)や郷内ら(2008)は、指標化手

法を検討し、自治会や町内会単位の評価を行って

いる。ただし、これらの事例は他の地域との一律

な比較が可能な指標化を目指したものである。そ

のため、必ずしも具体的な地域コミュニティのガ

バナンス構造を明らかにしておらず、地域コミュ

ニティのガバナンス構造を再編させるための基礎

的データを取得するという点は、これまで注目さ

れてこなかった。本研究が考える防災力評価の目

的は、その先に行われるシナリオ作成型防災ワー

クショップや対策の検討などのリスクコミュニケ

ーションの場において、地域内の主体の繋がりを

強化する必要があるステークホルダーを明らかに

し、連携を支援することである。従って、そのた

めの基礎資料として、地域のガバナンス構造を可

視化するための方法論の検討に重点を置くことに

した。 

 あわせて、本研究では地域内の各主体のリスク

認知や現状の対策を明らかにする点についても重

視する。防災力評価を行った後に、被害想定やシ

ナリオ作成型防災ワークショップなどのリスクコ

ミュニケーションが行われ、リスク評価が行われ

るが、各主体のリスク認知や対策が明らかとなれ

ば、被害想定とリスク認識とのギャップを明らか

にできる。さらに、主体間でのリスク認知と対策

の相違は、リスクコミュニケーションを誘発する

上でのきっかけになると考えられる。 

 そこで、本研究の防災力評価では、地域の各主

体における潜在的防災力と、各主体のリスク認知

と対策を明らかにすることにした。 

 

２．２ 方法 

 防災力評価を行うにあたり、そのためのデータ

はアンケート方式によって収集する。地域内の各

主体の代表者がアンケートに回答する。質問内容

は、1)自然災害のリスク認知と現状の対策、2)防

表 1：防災力評価における回答項目の一覧 

1)リスク認知と 

現状の対策 

頻度 

規模 

継続期間 

被害の種類 

被害への対策・対応力 

2)防災での 

つながり 

話合い 

連携・協力の取り決め 

取り組んだ内容 

話合いや取り決めの希望 

3)防災以外での

つながり 
つながりの有無 
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①事前準備 ②アンケート実施

・主体の設定
・アンケートの案内通知

・各主体による回答

③回答確認

④各回答を集計・出力

⑤ワークショップの実施

・回答結果を送付

・各主体による回答の確認

話
合

取
決

今
後

話
合

取
決

今
後

話
合

取
決

今
後

話
合

取
決

今
後

話
合

取
決

今
後

話
合

取
決

今
後

話
合

取
決

今
後

話
合

取
決

今
後

近 隣の 町 内 会 ・自 治 会 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

連 合町 内 会 ・ 連 合 自 治 会 ○ ○

マン ショ ン 自 治 会 ・ 管 理 組 合

自 主防 災 組 織

消 防団 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
防 犯・ 交 通 安 全 の 活 動 組 織 ○ ○ ○ ○ ○ ○

その 他 の 地 域 の 組 織

防 災関 係 の 市 民 団 体 ・N PO な ど

防 災リ ー ダ ー ○ ○ ○ ○ ○ ○

防 災協 力 会 ・ 避 難 所 運 営 組 織 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
地 区災 害 対 策 本 部 ・ 地 区 防 災 拠 点 ○ ○ ○ ○

その 他 の 防 災 関 係 の 組 織

民 生・ 児 童 委 員 ○ ○
社 会福 祉 協 議 会 ○ ○ ○ ○

福 祉・ 介 護 サ ー ビ ス 事 業 者 ○ ○
その 他 の 福 祉 ・介 護 関 係 の 組 織

学 校（ 小 学 校 ・ 中 学 校 ・高 校 ） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

学 校の P TA ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
幼 稚園 ・保 育 園 ・ 学 童 保 育 ○ ○

大 学・ 研 究 機 関
その 他 の 学 校 ・教 育 関 係 の 組 織

消 防署 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

警 察署 ・交 番 ・ 駐 在 所 ○ ○ ○ ○
市 役所 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その 他 の 公 的 機 関

サ ーク ル 活 動 や 生 涯 学 習 の 集 ま り ○ ○ ○ ○ ○ ○

商 店街 ○ ○ ○ ○ ○ ○

企 業・ 商 店 ・ 事 業 所 ○ ○ ○ ○ ○ ○
コ ミュ ニテ ィFM 放 送 ・ C AT V ○ ○

その 他 の 組 織 ・団 体

国 立団 地 協議
会

西町 弁天 町 内
会

高 木 町自 治会 三 中裏 自 治会中 藤 南会 町内 会 合計 国分 寺第 三中
学校 PTA

防 災 につい て
　 話し 合 いをし てい る
　 協力 ・ 連携 の 取り 決め があ る

　 今後 協 力や 連携 を 深 めたい

光町 北部 自 治
会

町内会合計

民生委員・児童委員協議会

消防団

第三小学校

第三小学校PTA

連合町内会

マン ション自治会

自主防災組織

防犯・交通安全の活動組織

防 災関 係市 民団 体・NPO

防災リーダー

地区災害対策本部

福祉 ・介 護ｻｰﾋﾞｽ事業 者

幼稚園・保育園

大学・研究機関

消防署

市役所

サークル等の集まり

商店街

企業・商店・事業所

ｺﾐ ｭﾆﾃｨFM・CATV

社会福祉協議会

ウ 災害時要援護者対策

避難地運営委員会

・地域における主体間の連携状況を確認、追加
・「連携事例」の例示と、連携を広げる・深めるためのディスカッション

・図や表として出力

集計表 主体の関係図

 
図 1：防災力評価の流れ 

災をテーマとした「繋がり」や、防災対策の「取

組・連携」状況の把握、3)他の組織・団体などと

の防災以外での「つながり・連携」の状況を把握

である(表 1)。 

 1)では、頻度・被害の種別・規模・継続期間や、

被害への対策・対応力を回答する。2)では、防災

の話合い、取り決めや連携、今後の取り決めや連

携の希望の有無を選ぶ。3)では、防災以外の取り

組やつながりの有無を回答する。回答の結果はフ

ィードバックさせ、各主体が回答内容を確認する。

確認後、各主体の回答を集計する。集計結果から、

3)については主体ごとの違いが明らかになる。ま

た、1)と 2)においては、主体間の繋がりの有無や、

連携を希望していること等が明らかとなる。 

集計された結果は、ワークショップを通じて各

主体によって閲覧されることになる。これらの結

果には、各主体の主観が含まれていることから、

繋がりの認識に相違や、リスク認知に相違がある

こと明らかになり、主体間の繋がりや連携を確認

する。また、主体の連携・繋がりを明らかにする

だけでなく、連携・繋がりが良好に構築されてい

る地域コミュニティを例示する。そして、それら

を基に、連携や繋がりを深めるためのディスカッ

ションを行うことで、各地域の事情に合わせた形

で、ガバナンス構造の再編を誘発するための議論

への発展を促す。防災力評価の流れを図 1 に示し

た。 

２．３ 防災力評価システム 

 数多くある地域コミュニティは、それぞれに多

様な主体が存在しており、検討した方法論に基づ

く場合は、地域の特色に合わせてアンケートを作

成しなければならない。また、主体が多い場合に

集計する手間が発生する。そこで、それを支援す

るためのウェブシステムの開発を現在行っている。 

 地域の主体を入力することで、その主体に合わ

せて質問票が生成される。また、それぞれの主体

が回答した結果は自動的に集計され、可視化され

る。回答者とシステムのインターフェースは、パ

ソコンのディスプレイに表示されるが、紙での回

答を考慮した印刷機能や集計結果の出力機能を持

たせる予定である。 

 

３．被害想定手法 

３．１ 被害想定手法の考え方 

これまで、中央防災会議、都道府県、市町村の

地域防災計画、ハザードマップ等によって、その

地域における蓋然性の高い被害想定が行われてき

た。しかし、その地域の被害としてブレイクダウ

ンされていないことが多く、地域で起こりうる被

害を想定する機会が少なかった。そこで本研究で

は、地域内で起こりうる自然災害による被害を想

定し、シナリオ作成型防災ワークショップ等のリ

スクコミュニケーションで利用する情報として、

地域コミュニティが活用できることを重視できる
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表 2：被害想定項目の一覧 
1)想定する 

自然災害 
地震、水害、土砂災害 

2)想定状況 
発災時間、季節 

地形条件、地形特性 

3)建物被害 
住宅の全壊 

半壊 

4)人的被害 

死者 

要救出者 

負傷者（重傷） 

負傷者（軽傷） 

5)まちの被害 

出火件数 

火災の延焼 

ブロック塀の倒壊 

液状化の発生 

6)ライフラインの

被害 

電気（停電） 

水道（断水） 

下水道 

ガス（供給停止） 

通信（固定電話） 

携帯電話・通話 

携帯電話・パケット 

7)生活の被害 

避難者数（避難所収容者数） 

避難所利用者数 

帰宅困難者数 

仮設住宅入居者数 

災害疎開者数 

8)交通被害 

鉄道（運休期間） 

バス（運休期間） 

道路被害 

橋梁被害 

9)防災資源 

避難所 

備蓄品 

医療救護 

防災用品 

ための方法を検討することにした。 

地域コミュニティが地域内で起こりうる被害を

容易にイメージできるように、具体的な被害項目

を設定し、その被害の程度を明確にすることにし

た。また、一覧性を重視し、地域単位で集計され

た被害想定項目を一覧表として被害想定結果を示

すことにした。 

あわせて、地域内において「直接的防災力」に

おいて重要な役割を果たす防災資源についても把

握することにした。 

 

３．２ 方法と被害想定項目 

被害想定は、中央防災会議、都道府県、市町村

の地域防災計画による被害想定や、ハザードマッ

プ等が整備されている場合は、その情報を活用し、

地域へブレイクダウンする。そして、最終的には、

地域コミュニティの被害という観点から、以下に

示す被害想定項目を設定することにした(表 2)。 

被害想定の項目としては、1)想定する自然災害

と 2)想定状況を設定した上で、3)建物の被害、4)

人的被害、5)まちの被害、6)ライフラインの被害、

7)生活の被害、8)交通の被害を対象とした。 

1)想定する自然災害は、水害、地震、土砂災害

など様々な自然災害のうち、どの自然災害に対象

を絞るのかを明確にする。複合的な災害となる可

能性もある。 

2)想定状況は、想定する自然災害の発生する条

件のことである。時間帯や季節等によって、災害

発生時の地域の状況は大きく変わるため、被害想

定の前提条件として検討しておくことは重要であ

る。 

3)以降の被害想定項目は、定量的な算定が可能

な場合は、中央防災会議や各自治体の被害想定で

行われている経験式を利用する。また、想定する

自然災害や想定状況に応じて、自治体のハザード

マップや被害想定を活用する。3)建物被害では、

全壊と半壊の棟数を求める。4)人的被害は、建物

被害の棟数をベースとして、経験式に基づく算定

式を適用し、死者数、負傷者数、要救助者数を求

める。5)まちの被害は、出荷件数、ブロック塀の

倒壊、液状化現象の有無を求める。6)ライフライ

ンの被害は、電気、上下水道、ガス、通信等の被

害を求める。7)生活の被害は、避難者数、帰宅困

難者数、仮設住宅利用者数を求める。8)交通の被

害は、鉄道、バス、道路や橋梁の被害を求める。

9)防災資源は、避難所の数や備蓄品の日数、医療・

救急設備、防災用品の個数等を求める。 

これらの被害は、定量的な算定が容易な項目や、

算定が困難な場合な項目がある。本手法は、地域

で起こりうる被害をイメージし、防災対策を検討

するための出発点となる情報を提供する、という

スタンスであることから、可能な限り高精度な被

害想定項目の算定が望ましいといえるが、高精度

化に重点を置くのではなく、地域で起こりうる被
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①事前準備

②被害想定の実施

・想定する自然災害の設定
・想定状況の設定

・分散相互運用による災害リスク情報の活用

・シナリオ型ワークショップにおける活用

・タイムラインで発災時で起こることを考えるた
めの条件として活用

・表として出力
被害想定表

③被害想定結果一覧表の出力

 
図 2：被害想定の流れ 

害をイメージできることを重視する。そのため、

被害想定の結果として、定量的な算定が困難な場

合は、既存の被害の事例を示し、最低限、その項

目の被害の有無を判断できるようにすると共に、

被害項目が定性的な想定をできるようにする。こ

れらの情報結果は一覧表として出力され、今後行

われるシナリオ作成型防災ワークショップの資料

として活用される。被害想定手法の流れを図 2 に

示した。 

 

３．３ 分散相互運用による災害リスク情報を活

用した被害想定支援システム 

 前節の被害想定の各項目を地域コミュニティが

行うことは、様々な文献や情報を調べ、項目を埋

める必要があることを考えると、実際に地域で行

うことは容易ではない。被害想定に必要なデータ

および算定のための情報が必要であることから、

災害リスク情報の収集と利用が効率的に行える環

境の整備が重要となる。臼田(2008)、臼田ら(2008)

は、分散して存在する災害リスク情報を、インタ

ーネット上で流通できる枠組として、相互運用方

式を提案している。この方法では、各専門機関が

持つ情報を公開するシステム間のインターフェー

スを標準化し、文字情報・数値情報・地図情報等

の防災にかかわる様々な情報の流通を可能とする

標準化を提案するものであり、このような相互運

用環境を実現するためのシステム開発を行ってい

る(天野ら, 2008)。そこで、相互運用による情報

の流通を前提として、被害想定に必要な情報を動

的に引き出し、その情報を用いてリスク評価処理

を行い、被害想定を行うことや、地域が定性的な

被害想定を可能とする事例等の情報を検索して表

示できるユーザインターフェースを有する、被害

想定支援システムの開発を行っている。 

 

４．実践事例 

４．１ 防災力評価の実施事例 

 現在、10 カ所近くの対象地において、防災力評

価を実施しており(表 3)、回答を回収し、回答内

容の分析を行っている。また、地域のつながりを

表現する手法検討を行っており、検討手法をウェ

ブシステムへ実装する予定である。 

 また、回答結果を用いたワークショップを実施、

し、ガバナンス構造の再編を誘発することができ

たのか、検証を行う予定である。 

 

４．２ 被害想定手法の実施事例 

 つくば市花畑地区において、システムを用いな

い形で、筆者らと地域コミュニティとでワークシ

ョップを行い、被害想定を実施した。つくば市地

震防災マップの想定地震を基に、地域内の倒壊危

険度から建物の倒壊数を求め、それをベースとし

て人口データから人的被害を求め、他の項目につ

いても定性的または定量的な表現で一覧表を作成

した。また、防災資源については、コミュニティ

自ら収集した情報を利用した。この被害想定結果

に基づき、シナリオ作成型防災ワークショップを

実施した。 

 

５．おわりに 

本研究では、住民参加で地域コミュニティが地

域内で起こりうる被害を想定する手法と、潜在的

防災力を主とする防災力評価手法の検討を行った。

今後、検討した手法論の有効性の評価を行うと共

に、これらの方法論を支援するウェブベースのシ

ステムの開発を進め、臼田・長坂(2008)が開発し

た「e コミュニティ・プラットフォーム」を基盤

とした地域防災対策支援システム『地域防災キッ
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表 3：防災力評価の実施対象地（○はアンケートに回答した主体） 

対象市区町村 地域・学区 特徴的な組織 

町
内
会
・自
治
会 

避
難
所
運
営
組
織 

学
校 

P
T

A
 

消
防
署 

消
防
団 

交
通
安
全 

民
生
委
員 

社
会
福
祉
協
議
会 

企
業
・商
店
街 

市
・区
（
防
災
） 

そ
の
他 

静岡県島田市 第三小学校区 第三小学校区避難地運営委員会 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

東京都三鷹市 
大沢地区 大沢地域防災対策本部 ○ ○ ○ ○ ○ ○

井の頭地区 井の頭地区住民協議会 ○ ○ ○ ○ ○ ○

東京都国分寺市 第三中学校区 第三中学校防災協力会 ○ ○ ○ ○ ○ ○

埼玉県鶴ヶ島市 第二小学校区 第二小学校避難所運営委員会 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

東京都港区 港南地区 港南地区防災ネットワーク ○ ○ ○ ○ ○ ○

京都府京丹後市 久美浜一区 久美浜一区自治振興会 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

茨城県日立市 塙山学区 塙山学区住みよいまちをつくる会 ○ ○ ○ ○ ○

東京都北区 上十条五丁目町会 上十条五丁目町会 ○ ○ ○ ○ ○ ○

ト』として、地域コミュニティが誰もが利用でき

る環境として整備・高度化を行う予定である。 
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